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ABSTRACT 
平成14年l月
January, 2002 
The purpose of this study was to analyze a childcaie support syst巴mfor mother. Th巴 SU切ectsin this 
study w巴retwo handreds twenty mothers with children who were eighteen month-old. 
Th巴questionnaireused in this paper was that created by Makino-Katsuko (1982) in h巴rstudy，”on 
th巴liv巴sand anxiety ov巴rchildcare of mothers with babi巴S”andKato Haruko ( 1998），” on research 
regarding childcar巴attitud巴s-comparison of primipara and multipara ”． 
The results of the data showed that the most commonly used childcare consultation organizations 
were stat巴－runhealth centers. consultation conc巴medchild development,behavior and so on. 
A visiting consultation syst巴mfor newborn babies was effectiv巴inreducing the anxi巴tyof mothers. 
32. 4% of working mothers took maternity leave. One of th巴requ巴stsmade to the local goverm巴ntis 
to provide facilities for children to play safely. 
key words : childcare, anxiety, support, consultation 
抄録
この研究の目的は、育児支援体制に関して分析することである。 この研究の対象はl歳6カ
月児を育てている母親220人である。
質問紙は牧野カツコの「乳幼児を持つ母親の生活と育児不安」、加藤春子の「産後1カ月時の
母親の育児態度に関する研究一初産婦と経産婦の比較」である。
データの結果は、良く知られた公的な育児相談機関は保健所であり、相談内容は子どもの発
達、子どもの行動に関して等であった。 新生児訪問指導は育児不安に有効であると考えられ
る。就労している母親で育児休業を取った者は32.4%、そして行政に対する要望で最も多かっ
たのは子どもが安全に遊べる施設であった。
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I はじめに
本稿は育児支援の在り方について検討を加えるものである。
第lに、育児についての相談相手の有無および主な相談相手、更に旭川市を調査事例として
旭川市の育児相談機関の利用の実態について検討を加える。第2に、制度の観点から、新生児
訪問指導制度と育児休業制度 （この制度は、「育児休業等に関する法律」として1991年8月に成
立、翌年4月から施行されたものである）の有用性について述べる。第3に、行政に対する要
望および経済的支援について検討を加えることを主眼とする。
E 調査方法
旭川市の保健福祉部健康推進課が行う l歳6カ月児健康診査を受けに来た母親に、受付と同
時に本研究の趣旨を説明して同意を得られた者に質問紙を手渡し、記入後会場にて回収した。
分析には、HALBAUVersion5. 37を用いた。調査期間は平成11年5月l日～同年10月31日迄
である。配布数は241部配布、回収数233部、 有効回収数は220部であり、回収率は96.7%、有
効回収率は91.3%であった。
E 結果
1 .育児についての相談相手の有無および主な相談相手、並びに育児相談機関の利用について
1 ）育児についての相談相手の有無および主な相談相手
育児についての相談相手は、全体的に「有り」と回答した者は217人（98.6%）、「無し」と回答し
た者は3人（1.4%）で、大部分の者が育児について相談相手がいるこ とが分かる。では、主に相談
する相手としては、複数回答で最も多かったのが実母で156人（70.9%）、以下子どもを持つ友人
が153人（69.5%）、夫が143人（65.0%）、姉妹が52人（23.6%）、義母が48人（21.8%）などであった。
2）育児相談機関の利用について
次に、育児相談機関については、「知っているJと回答した者は164人（74.6%）、「知らない」
と回答した者は56人（25.4%）であった。知っている育児相談機関の内訳は（表 1）、複数回
答で最も多かったのが保健所で100人（45.5%）、以下児童相談所が91人 （41.4%）、市の電話
育児相談が81人（36.8%）などであった。
表1 知っている育児相談機関
人数（%）
保健所 100 (45. 5) 子育て支援センター 23 (lo. 5)
児童相談所 91 (41. 4) 福祉事務所 7 ( 3.2) 
市の電話育児相談 81 (36.8) その他 4 ( 1.8) 
市の家庭児童相談室 34 (15. 5)
育児相談機関に育児について相談したことがある者は32人 (19.5%）、相談を したことがな
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い者は188人（85.5%）であった。
育児についての相談内容は（表2）、複数回答で「子どもの発達について」が15人 （46.9 
%）と最も多く、以下「気になる子どもの行動」が10人（31.3%）、「気になる子どものクセJ
が6人 (18.8%）などであった。
表2
子どもの発達について 15 (46. 9) 
気になる子どもの行動 10 (31. 3) 
気になる子どものクセ 6 (18. 8) 
2.制度の観点からの育児支援について
1 ）新生児訪問指導制度
相談内容
人数（%）
育児書通りに成長しているか 2 ( 6.3) 
そのイ也 4 (12. 5) 
新生児訪問指導の実施については、「有ったjが83人（37.7%）、「無かったJが137人 （62.3 
%） と、「無かった」と回答した者の方が半数を超えている。
新生児訪問指導の評価は（表3）、複数回答で「育児への不安が軽減した」と回答した者が
38人（45.8%）と最も多く 、以下「育児への情報が得られた」が35人（42.2%）、 「適切な指導
を受けて良かったJが25人（30.1%）などであった。
育児への不安が軽減した
育児への情報が得られた
適切な指導を受けて良かった
表3 新生児訪問指導の評価
38 (45.8) 
35 (42.2) 
25 (30. 1)
今後の育児に役に立った
特別なくてもよい
人数（%）
22 (26.5) 
7 ( 8.4) 
新生児訪問指導の評価と要因との関連性は、「今後の育児に役に立ったJが経産婦より初産婦
の方が有意に高く、また「適切な指導を受けて良かった」が地元の母親よりも転勤族の母親の
方が有意に評価が高かった。
次に、新生児訪問指導が実施されなかった者の回答は（表4）、複数回答で「必要としな
い」が61人（44.5%）、「新生児訪問指導制度を知らない」が41人（29.9%）、「新生児訪問指導を
して欲しい」が22人（16.1%）などであった。
必要としない
新生把訪問指導制度を知らない
新生児訪問指導をして欲しい
表4 新生児訪問指導が実施されなかった者
61 (44. 5) 
41 (29.9) 
22 (16. 1)
どちらでもよい
そのf也
人数（%）
15 (11. 0) 
5 ( 3. 7) 
新生児訪問指導が実施されなかった者と要因との関連性は、「必要としない」が初産婦より経
産婦の方が有意に多く 、「新生児訪問指導制度を知らない」が経産婦より初産婦の方が有意に多
かった。年代別にみてみると、 「必要としないjが20代より30代の方が有意に多く 、「新生児訪
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問指導制度を知らないjが30代よりの20代の方が有意に多かった。
2）育児休業制度
育児休業を取得した者は、有職者68人中22人 （32.4%）であった。育児休業の取得期間は最
大12カ月、 最少2カ月、平均9カ月であった。育児休業を夫婦のどちらが取得したかについて
は、妻の方が21人（95.5%）、夫の方が1人 （4.5%）で殆どが妻の方が取得していた。
育児休業取得と要因との関連性は、フルタイムで就労している者がパートタイムよ り有意に
多く取得しており、夫の職業が公務員である妻が、他職種の夫よ り有意に多く取得していた。
育児休業取得後の職場復帰は、「復帰した」が20人 （95.2%）、「退職した」がI人 （4.8%）で、
育児のため退職した者は少ないことが窺える。
育児休業取得による子どもとの関わりの評価は（表5）、複数回答で「精神的に余裕を持って子
どもを世話することが出来た」が15人（71.4%）、「時間的に余裕を持って子どもを世話すること
が出来た」が14人（66.6%）、「子どもの状況が良く把握出来た」が10人（47.6%）などであった。
表5 取得による子どもとの関わり評価
精神的に余裕を持って子どもを世話することが出来た 15 (71. 4) 
時間剛：余裕を持って子どもを世話することが出来た 14 (66.6) 
子どもの状況が良く把握出来た 10 (47. 6) 
子と守もとのコミュニケー ションが密に取れた 8 (38. 1) 
3.行政的観点からの育児支援について
1 ）行政に対する要望
母子関係の成立がスムー ズ、で、あった
子どもの要求にすぐ応えることが出来た
そのf也
人数（%）
6 (28. 6)
3 (14. 3) 
1 ( 4. 8)
行政に対する要望は（表6）、複数回答で 「公固など遊ぶ施設を増やして欲しい」が最も多
く104人（47.3%）、以下 「低年齢児保育 （0～2歳） の充実」が64人（29.1%）、 ［早朝保育 ・
延長保育の充実」が40人（18.2%）、「保育園を増やして欲しい」が35人（15.9%）などであった。
表6 行政に対する要望
人数（%）
公固など遊ぶ施設を増やして欲しい 104 (47. 3) 病児保育施設の促進 29 (13. 2) 
低年齢児保育（0～2歳）の充実 64 (29. 1) 保育所における一時的な保育の促進 29 (13.2) 
早朝保育 ・延長保育の充実 40 (18. 2) 育児について気軽に相談できる機関の充実 12 ( 5. 5)
保育園を増やして欲しい 35 (15. 9) その他 9 ( 4. 1)
2）経済的支援への要望
経済的支援への要望は（表7)、有職者で且つ育児休業を取得した者でみてみると、「育児休
暇中の補償の増額」が20人 （95.2%）と多くを占めた。全体的には、複数回答で「医療費助成
の対象年齢の拡大」が147人 （66.8%）と最も多く、以下「児童手当の支給期間の延長」が117
人 （53.2%）、「保育料の負担軽減」が115人（52.3%）などであった。
表7 経済的支援の要望
人数（%）
医療費助成の対象年齢の拡大 ｜ 山 （66.8) l児童手当の支給額の増額 ｜ 112 (50. 9) 
児童手当の支給期間の延長 1117 (53.2) l産前 産後休暇中の補償｜ 20 (29.4) 
保育科の負担軽減 I 115 (52. 3) ｜ 育児休暇中の補償の増額 ｜ 20 (95.2) 
U 考察
1、育児についての相談相手の有無および主な相談相手、育児相談機関の利用について
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育児に関する不安や悩みについての相談相手の有無は、ほとんどの母親が「有りjとの回答
であった。相談相手で最も多かったが実母である。では、相談相手が実母のみかというと実母
だけというのは l割以下と少なかった。同様なことは、夫に対しでも子育てをしている友人に
対しでもいえる。このことから、実母、夫、子育てをしている友人など母親の周辺にいる複数
の人々に育児に対する不安や悩みを相談して解消に努めているようすが窺える。
北海道の、 「社会福祉基調調査報告書 北海道児童環境等実態調査報告書一」 1）では、母親が
育児について相談する相手は、夫が8割弱と最も多く、次いで友人・知人が6割強、配偶者以
外の家族や親族が5割強などと報告されている。
また、札幌市の 「乳幼児（就学前児）を持つ母親の子育てに関する意識調査j21でも、母親
が育児について相談する相手は北海道が行った調査と同様に夫が7割強と最も多く、次いで友
人・近所の人が6割強、両親が5割弱などと報告されている。
高野31は、「育児に対する技術面もさることながら、育児に対する心構えや精神面での相談相
手として実母をあげている者が最も多く、約半数を占めている」と述べており、本稿と一致す
る。また、筆者の道東における調査1）でも本稿と同様に育児の相談相手は実母と挙げる者が最
も多かった。
次に、育児相談機関については7割強の者が知っており、知っている育児相談機関は保健所
が最も多く、以下児童相談所、市の電話育児相談、市の家庭児童相談室などであった。
1997年の母子保健法の改正により育児相談業務はより地域に密着して行うことを目的とし
て、それまで保健所あるいは市町村が行っていたものが改正後は市町村に一元化された。その
結果、現在保健所が行っている育児相談業務は障害児と精神疾患に関する相談業務に限定され
ている。それ以外に関することの育児相談業務は保健所で、は行っていない。このことから、実
際に一般的な育児相談業務を行っていない方の知名度が高く、行っている方の知名度が低いと
いうことは育児相談機関を有効に機能させる観点からは懸念が生じる結果である。
育児相談機関に対する育児の相談は、相談をしたことが無い者が8割強を占めた。育児相談
機関を知っている割には育児相談機関は余り活用されていないといえよう。先述したように、
母親は身近にいる人たちに相談している者が多く、公的な育児相談機関に相談する者は少ない
と思われる。
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育児相談機関に対する育児の相談と要因との関連性は、経産婦よ り初産婦の方が有意に多く
相談をしていた。 従って、I人目の子どもを養育する母親の方が育児に不安や悩みを抱いてい
ることが示唆される。また、有職者に比べ専業主婦の方が2倍以上も相談をしていた。このこ
とは、 専業主婦の方が有職者より育児不安が強いことが窺える結果と言えよう。
育児に関する相談内容は、 「子どもの発達についてJ、「気になる子どもの行動jが上位を占
めた。l歳6カ月児での母親の心配ごとは子どもの精神面、行動面であることが反映した結果
なのではないかと思われる。
2、制度の観点からの新生児訪問指導制度と育児休業制度について
第1に、新生児訪問指導制度であるが、この制度は1965年に制定された母子保健法に基づい
て実施されている。当時は、現在よりも自宅分娩が多くを占め新生児死亡率も高かった。その
ため、新生児訪問指導制度を設けて出産後の母親と子どもの経過を観察し異常の発見に努め、
育児に対する問題の解決を早期に図るという趣旨のも とに制度化された。実施については、保
健所あるいは市町村が行うというものである。
その後、 1997年に一部改正され新生児訪問指導の実施主体は市町村に一元化された。現在、
新生児訪問指導は各市町村に任されており、その結果地域により実施率の格差が生じるよ うに
なった。新生児訪問指導制度が設けられた当時に比べて現在は病院での出産が主となり、今で
は99%近くが病院で出産し自宅分娩は激減した。加えて、新生児死亡率の減少など育児を巡る
環境も著しく変化しf:_oその変化に伴い、新生児訪問指導制度もまた新たな役割を求められる
ようになってきた。即ち、育児不安や子どもの虐待などの課題に対して速やかな発見と対応が
求められるようになってきたのである。このよう な意義からも、より多く実施されることが望
ましい制度といえる。
新生児訪問指導が実施された後の評価であるが、「育児への不安が軽減したj、「育児への情報
が得られて良かった」など全体的に肯定的評価が高い結果を得た。高野
制度の評価について、「不安が解消された」と回答した者が45.5%を占めており、母親の新生
児訪問指導に対しては肯定的評価は高いと述べている。また兼子ら勺土、「第l子では育児につ
いて判らないことが多く、不安や悩みが解決されるJ、「核家族のため相談する人がいないjな
ど肯定的評価は高野と同様に高いことを述べている。
筆者が札幌市で、行った調査7)でも、 肯定的評価が7割強と高い割合を占めた。このことから
も、新生児訪問指導制度の評価は概ね肯定的評価と受け止められる。しかしながら、このよう
に育児支援として有用であることが明らかとしても、実施率が低ければおのずとその機能を十
分に発揮できないのではないだろうか。
兼子ら
東で、行つた調査9）では3割弱であつた。それらの結果と比べると、本稿の37.7%というのは兼
子らの東京都よりは少なく 、筆者の道東での調査よりは若干多いといえる。
先述したように、l人目の子どもを養育する母親の方が有意に多く育児相談機関に対して育
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児の相談をしている。加えて、新生児訪問指導の評価が「育児不安に役に立った」との回答が
多くを占めたことを鑑みれば、新生児訪問指導制度は子育てに不安を抱く母親に対してその必
要性の高さが理解できょう。だが、必要としている母親が確実に存在しているのにも拘わらず
何故このように実施率は低いのであろうか。
高野川土、「老人保健法が制定され、老人保健業務が市町村を実施主体として運用されるよう
になって以来、保健婦の『関心jが母子保健から老人保健に移ってしまったのではないか」と
危慎する。さらに、「問題意織を持たずに業務をしていては、個人にも公的にも発展性はないと
思う。惰性で運用されていては、指導を受けるものにとっても迷惑なことであろうjとも指摘
している。老人保健法が制定されたのが1982年なので、その後同じような状況が続いているも
のと推測される。
本稿における実施率の低さは高野が11）指摘するように、「もともと十分な人員が確保されてい
ないjことに加えて、老人保健業務量が増加したこと、さらに母親側の新生児訪問指導の必要
性の把握が十分になされてこなかったことなどが複合的に影響を及ぼして実施率の低さとなっ
て表れたのではないかと考えられる。
現に、新生児訪問指導制度があり、必要としている母親がおり、育児不安は増加の傾向にあ
る。先に、育児相談機関を知っている割にはその利用が低いことを述べた。能動的な側面を持
つ新生児訪問指導を実施することにより、受動的な性格の育児相談機関へとつなぐことが可能
と思われる。その結果、育児相談機関ももっと活用されるのではないかと思われる。新生児訪
問指導は、育児不安を抱く母親の期待に応えるべく制度としてより有用に活用される余地があ
るものと考える。
第2に、育児休業制度であるが、この制度の成立の背景には女性の職場進出が進み既婚女性
が仕事を持つことが珍しくなくなり、仕事と育児の両立を図るためのさまざまな支援方策が求
められてきたことにある。そして、育児休業は 1歳未満の子どもを養育している両親のどちら
かが1年間取得できるという制度である。
平成5年度では、育児休業制度の規定がある事業所における育児休業の取得率は、女性が4
8.1%、男性が0.02%である。平成7年度では、女性が44.5%、男性が0.16%で平成5年度と
比べて男性の取得率が8倍に増加したのに対して、女性の方はわずかながら減少したl九 本稿
での、女性の取得率が30.9%というのは、平成5年度および平成7年度と比べると低かった。
取得した育児休業期間は、平成7年度では、女性の方は 「3カ月未満Jが16.2%、「3カ月～ 6
カ月未満Jが24.4%、「6カ月～10カ月未満jが25.8%、「10カ月～12カ月未満」が29.2%で、約
6割が6カ月以上休業しているヘ
一方、男性の方は、「3カ月未満Jが86.9%、「3カ月～ 6カ月未満jが1.4%、「6カ月～10カ
月未満」が0.3%、「10カ月～12カ月未満jが11.3%と女性に比べて3カ月未満の取得が圧倒的
に多かった山。
本稿では、女性は約8割が6カ月以上休業しており、平成7年度の報告と比較して6ヵ月以
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上休業している割合は多かった。男性は10カ月取得しているが1人だけなので比較はできない。
取得後の職場復帰は、平成5年度では女性の方が84.6%、男性の方は100%である。平成7
年度では女性の方が87.3%、男性の方は91.0%であるヘ 女性は、平成5年度より平成7年度
の方が職場復帰率が高かった。一方、男性の方は減少しており育児休業を取得してそのまま退
職しているケースもあることが窺える。本稿での職場復帰率は、女性が95.5%、男性が100%
復帰している。先の労働省の平成5年度および7年度の報告と比較して本稿の方が職場復帰率
は高かった。平成7年度当時と比べ、現在は長ヲ｜く不況で雇用状況は厳しいものがある。男女
共に、育児休業を取得した後仕事を辞めた場合再就職は容易ではないと思われる。従って、雇
用状況の厳しさが職場復帰率を高める要因になっているのではないかと推察される。
また、先述したように労働省報告および本稿においても男性の育児休業取得率は非常に低率
である。父親として、 3カ月間の育児休業を取得した厚生省大臣官房政策課企画官の高倉16)
は、育児休業を取得する時、「自分が本当に育児について主戦投手と してやっていけるのか、ま
た、自分が休むと職場の周囲の人々にかかる仕事の負担が一層過重になるのではないか。周囲
から奇異な目でみられるのではないか。」 との思いを抱きながら跨賭したことを述べている。
「育児をしない男を、父と呼ばない」のポスターは厚生省が作成したものだが、その背景に
は「少子化への対応を推進する有識者会議」の提言がある。この会議の事務局役の一人が先の
高倉信行である。高倉は、育児休業を取得した理由を、「職務を通じ、固定的な性別役割分担や
職場優先の慣行を変えていかなければ、イ可も変わらないであろう という認識を強く持つように
なり、そのような問題意識をもって自分の家庭の課題を考えるうちに、 いわば言行不一致とな
ってしまうことに対する内心のわだかまりが強くなってきた」と取得した理由を述べている。
そして、取得後に、「スケジ、ユールどうりにいかない子どもの世話、睡眠不足、平日の午後外
に出た時の周辺からの眼差し、大人同士の会話への飢え、母親が一人きりで全てを引き受けて
いくことの辛さが実感できた」と述べ、同時に 「父親の育児休業が特別扱いされない社会にな
ってこそ多くの人々にとり住み良い持続可能な社会といえるのではないか」かと も述べている。
本稿での育児休業の取得による、子どもとの関わりについての評価が、「精神的に余裕をもっ
て子どもを世話することが出来た」、「時間的に余裕をもって子どもを世話することが出来た」
と回答した母親が多かったことを鑑みれば、仕事を持つ女性にとって、育児休業制度は精神
的、時間的に余裕が生じ子どもと良好な関係が構築できるものと推察される。 しかしながら、
現在我が国は長ヲ｜く不況と企業のリス トラで経済全体が非常に悪い状況にある。 このよ うな状
況下では、育児休業制度が設けられていたとしても必ずしも全員が育児休業を取得できるもの
でもないであろうことは想像に難くない。
本稿での、取得率が3割弱と少なかったことが育児休業取得の現状を如実に示していると も
いえる。育児休業を取りずらい要因の一つに、高倉が！？）指摘するよう に職場の人々にかかる仕
事の負担が重くな り迷惑を掛けるのではないかとの気遣いが少なからず影響を与えているもの
と考えられる。
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2000年度予算大蔵原案に、育児休業代替要因確保等助成金制度の創設が盛り込まれた。育児
休業中に代わりの要員を雇用して、休業終了後に従業員を元の職に復帰させた場合、中小企業
に助成金を支給するという制度である。翌年、 2000年4月から導入されたが、2001年3月現在
適用申請は無いが、北海道は中小企業が多いのでこの制度が働く女性が育児休業を取りやすい
環境の一助となることを期待したいと思う。育児休業制度が育児不安など育児に与える影響に
ついての研究は、制度が制定されて日が浅いことから今後の課題なのではないかと思われる。
3.行政に対する要望および経済的支援について
行政に対する要望は、「公固など遊ぶ施設を増やして欲しい」が最も多くを占めた。北海道は
自然に恵まれている。だが、自然環境に恵まれているということが、即子どもが安全に遊べる
環境という ものでもないであろう。このことから、危険性が少な くて子どもが安全に遊ぶこと
が可能な公固などの増設の要望が高いのではないかと思われる。
2番目に多かったのが、「低年齢児保育（0～2歳）の充実」であった。「全国子育てマップJ附によ
れば、 0～2歳児保育の待機児童は道内では札幌市の136人が最も多く、次いで、旭川市の47人
である。そして、 1999年12月現在の旭川市のO～ 2歳児の待機児童は117人と前年度よ り増加
している。行政に対する要望が高いのはこのような背景もあるのではないかと考えられる。
3番目に多かったのが、「早朝保育・延長保育の充実」である。午後6時以降の延長保育は全
国市町村の33%が実施している。 旭川市の認可保育所は、1999年12月現在45カ所あるが、その
うち午後6時以降の延長保育を実施しているのは10カ所である。また、午前7時あるいは午前
7時30分からの早朝保育は45カ所のうち11カ所である。現状では決して多いとは言えない。
早朝保育 ・延長保育の充実については、 2000年4月から 5カ年の少子化対策としての 「新エ
ンゼルプラン」の中で、延長保育を現行の7千カ所から、2004年までにl万カ所に増やすこと
が提示された。 旭川市では、来年度にはも うlカ所増えることが決まり、早朝保育 ・延長保育
は少しずつながらではあるが整備される方向にあると思われる。
経済的支援への要望は、「医療費助成の対象年齢を拡大して欲しいjとの要望が最も多く を占
めた。乳幼児医療費助成制度は、医療保険の自己負担分のうち、初診料や入院時の食事代など
を除いた医療費の全額を市町村が負担するという制度である。 現在、北海道では乳幼児の医療
費助成対象年齢は2歳未満までで、道が6割の負担をし、残り を市町村が負担している。 乳幼
児医療費助成は市町村によって適用範囲を独自に上乗せして、中学校卒業まで無料化したとこ
ろもある。その背景には、過疎に悩む市町村の存在がある。
旭川市では現在、通院はO～3歳未満まで、入院はO～6歳末満まで医務費は無料としてい
る。それでも、高い要望となって表れたのは子どもは病気に掛かりやすく大人の病気と違って
急変することが多いので様子を見る、あるいは受診回数を減らすというわけにはいかない事情
がある。このことから、親の経済的負担感が強く要望の高さに反映しているのではないかと考
えられる。
次いで、「児童手当の支給期間を延長」に対する要望が多かった。現在児童手当は、 第一子と
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第二子が月 5千円、第三子が月 1万円支給されており、対象年齢は現行は3歳末満までであ
る。但し、児童手当は世帯年収により制限が設けられている。扶養人数が1人の場合、厚生年
金および共済年金に加入している者は年収が399万円を越えると支給対象外になる。国民年金
に加入している者も、年収が208万円を越えると支給対象外になる。2000年度予算編成で、児
童手当の対象年齢が小学校入学前までに拡充されたが所得制限は現行のままである。従って、
実際に児童手当が受けられるのは限られた層である。子どもを養育する親に対して、 あまねく
ゆきわたるという制度ではない性格上経済的支援として親の期待に十分応える方策ではないと
思われる。
以上、本稿では育児支援の在り方について検討を加えた。少子化と育児についての課題は表
裏一体のものである。本稿を書き進める過程においても、国の方策と して児童手当の対象年齢
の引き上げなどが提言された。だが、国の方策を待たなくても、各自治体で取り組むことが可
能な事柄もある。まずはその段階で前向きに取り組む姿勢も必要なのではないかと思われる。
V おわりに
旭川市で育児支援の在り方について調査を行い、lj寵6カ月児を養育している母親を対象に
どのような支援が必要なのか検討を加えた。執筆後、調査に協力して頂いた市役所の方から今
後の取り組みの資料としたい旨の申し出があり本稿の一部を提供した。特に、新生児訪問指導
は旭川市が実施主体であることから今回の結果が少しでも生かされることがあるならば幸甚と
思う次第である。
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